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研究成果の概要（和文）：　本研究の目的は生活保護不正受給の認定の判断のあり方と不正受給の防止策につい
て福祉事務所の実態を基にした検討である。
　不正受給の防止には福祉事務所ケースワーカーによるケースワークが必要であることがわかった。この成果は
研究分担者と合わせて学会等での２回の報告、８本の論文を雑誌に掲載し、図書１冊も刊行することができた。

研究成果の概要（英文）：　The purpose of this study was to examine the way in which decisions are 
made regarding the recognition of unfair receipt of public assistance in Japan, and to examine 
measures to prevent unfair receipt of public assistance. It became clear that casework by 
caseworkers is necessary to prevent unjust receipt of benefits. The results of this study were 
reported at academic conferences, published in journals, and published in books.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　厚生労働省などにより生活保護の不正受給件数、金額等が増加傾向にあるといわれているが、不正受給の原因
や福祉事務所による防止策についての研究はこれまで行われていなかった。本研究ではK市との共同研究、各種
研究会での議論を基に不正受給の防止にはケースワーカーによる丁寧なケースワークが必要であり不正受給の防
止に効果があることを明らかにした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 近年、不正受給件数は増加しており、不正受給の件数及び不正受給額は1998年度では4,063件・

約30億円であったのに対し2019年度には32,392件・約130億円となっており、ここ数年は微減で

はあるものの高止まりの傾向となっている。そこで、生活保護行政では不正受給の発見のために

課税額と収入申告額の突合による課税調査等が強化され、生活保護法の改正により罰則も強化

された。しかし、いずれも事後的な対応であり、現在の生活保護行政では有効な不正受給防止施

策が構築されているとはいえない。 

また、福祉事務所による不正受給の決定率の高低が最大22.8倍生じていることはすでに明ら

かにしており（池谷秀登「生活保護不正受給と福祉事務所の実施体制」『賃金と社会保障1719

号』）、その原因として不正受給の理解が福祉事務所により異なることが挙げられる。 

このことは国民の生存権保障のために国家責任で行われる生活保護において、福祉事務所に

より「不正受給とは何か」という理解が異なることで被保護者の同じ行為であっても福祉事務所

により不正受給か否かの判断・決定が異なり、被保護者への権利侵害が生じるとともに有効な不

正受給防止施策ができない原因の一因とも考えられる。 

そこで不正受給の認定のあり方や不正防止施策はどのようにあるべきかを研究することが適

正な生活保護行政の実施にとり必要なものと考えられる。 

 
２．研究の目的 
本研究は生活保護行政における不正受給か否かの判断を行う基準の内容と経過を検討するこ

とで、福祉事務所による不正受給の判断はどのようになっているのか、不正受給の防止施策はい

かにあるべきかを検討し、不正受給に対する適正な生活保護行政を構築するための示唆を与え

ることを目的として行われるものである。 

 
３．研究の方法 
（1） 不正受給の判断方法について行政通知、裁判例などについて分析、検討を行った。 

（2） A自治体福祉事務所において複数の事例についての不正受給の有無の判断について検

討を行った。 

（3） B自治体と共同研究の協定を結び、B自治体福祉事務所と連携し在宅の被保護世帯全て

を対象に不正受給についての内容を含むアンケート調査を実施した。 

（4） B自治体のアンケート調査結果について分析検討を行った。 
（5） 複数の自治体のケースワーカー、査察指導員等が参加するC研究会を開催し不正受給の
判断方法について検討をした。 

 
４．研究成果 
（1） 生活保護行政における不正受給の有無の判断基準の経過とその運用の解明 
① 不正受給した保護費の徴収規定（生活保護法第 78 条）は現行法により新設された。こ
のことで刑事罰とは異なる生活保護行政独自の不正受給の判断が行われることになっ
た。 

② 法制定時には生活保護行政では不正受給についての具体的な判断基準は示されず、
1966 年に厚生省より収入申告義務違反にあたっての不正受給の有無の判断基準が『生
活保護百問百答 17 生活保護の実施要領編』で示されるに至った。 

③ 1968 年に『生活保護手帳（別冊）』の刊行から不正受給の判断基準がより明確な問答形
式とされ、以降は文言の加除はあるものの収入申告義務違反に関わる不正受給の判断
基準はこれを基に現在に至っている。 

④ しかし、A自治体、B自治体、C研究会において、それぞれ検討した結果、厚生労働省
から示されている不正受給の判断基準を知らないケースワーカーがいることがわかっ
た。 



⑤ そのため、厚生労働省の示した不正受給の有無の判断基準に基づかないで不正受給と
判断する場合があることがわかった 

（2） 裁判例の検討からは、不正受給受給に関わる行政通知を違法とするものは見当たらず
ケースワーカー等による不正受給についての説明不足を指摘するものがあった。 

（3） B 自治体との共同研究により明らかとなった被保護者の認識 
① 不正受給等の説明のある「保護のしおり」はアンケート回答者の 96％がわかりやすい
との回答であった 

② ケースワーカーより収入申告義務の説明を受けた結果「理解できた」人は 63％であり、
その結果「収入があれば必ず福祉事務所へ申告を行う」人は 87.6％であった。 

③ しかし、どのようなことが不正受給となるのかの説明を受けたことのある人は 56％で
あり、ケースワーカーによる不正受給の説明が十分でない場合があることがわかった。 

④ このため、不正受給として返還を求められた人のうち、その理由に「納得できない・
わからない」人は 31.7％と 3分の 1近くいた 

⑤ これらから被保護者には「保護のしおり」などの配布物やケースワーカーによる収入
申告義務の説明の理解と不正受給についての理解に乖離があることがわかった。 

⑥ 不正受給の防止のためには、申告義務についての周知と同様にどのような場合に不正
受給になるのかについて具体的にケースワーカーが説明をする必要がある。 

⑦ その場合には被保護者の病状や生活歴、家庭環境などを踏まえて被保護者が理解でき
るように説明する必要がある  

（4） これらの検討結果から、生活保護の不正受給の防止には被保護者に対してはケースワ
ーカーによるケースワークが不正受給防止には必要であることがわかった。 
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